
総括表（市町村）

健全化判断比率

一般会計等の一覧 事業会計の一覧 公営企業（法適）の一覧 公営企業（法非適）の一覧 関係する一部事務組合等一覧 地方公社・第三セクター等一覧

（注釈）※1：経常収支比率の( )内の数値は、令和元年度は「減収補塡債（特例分）」及び「臨時財政対策債」を、令和2年度は「減収補塡債（特例分）」「猶予特例債」及び「臨時財政対策債」を除いて算出したものである。
※2：各会計の一覧は主な会計（10会計まで）を記載している。
※3：地方公共団体が損失補塡等を行っている出資法人で、健全化法の算出対象となっている団体については、「地方公社・第三セクター等」の団体名に○印を付与している。
※4：資金不足比率欄には、資金が不足している会計のみ記載している。
※5：産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いて算出。
※6：個人情報保護の観点から、対象となる職員数が1人又は2人の場合は、｢給料月額(百円)｣と｢一人当たり給料月額（百円）｣を｢アスタリスク（＊）｣としている。（その他、数値のない欄については、すべてハイフン（－）としている）。
※7：人口については、調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

矢櫃山造林一部事務組合(13)

岩手県市町村総合事務組合（一般会計）

(12) 岩手県市町村総合事務組合（特別会計）

(11)

岩手県後期高齢者医療広域連合(一般会計）

(10) 岩手県後期高齢者医療広域連合(特別会計）

(4) 後期高齢者医療特別会計 (9)

矢巾観光開発株式会社

(3) 介護保険事業特別会計 (6) 下水道事業会計 (8) 盛岡地区広域消防組合

(※3)

(1) 一般会計 (2) 国民健康保険事業特別会計 (5) 水道事業会計 (7)

項番 会計名 項番 組合等名 項番 団体名項番 会計名 項番 会計名 項番 会計名

盛岡・紫波地区環境施設組合 (14)

97.2 その他特定目的基金

議会議員 16 2,400 合計 163 471,448 2,892 減債基金

-

積立金
現在高

財政調整基金 862,861 757,793

29,593 29,586

628,503 648,378

議会副議長 1 - -

議会議長 1 3,230 教育公務員 1 * * 土地開発基金現在高 -

2,793 収益事業収入 - -

-

教育長 1 5,650 9 25,137

副市区町村長 1 5,990 　うち消防職員 - - - 債務負担行為額（支出予定額） 2,061,528

2,888 　うち公的資金 12,047,512 12,565,873

2,089,289

162 467,856

地方債現在高 12,820,578 13,360,158

職員数
(人)

給料月額
(百円)

1人あたり平均
給料月額(百円)

特
別
職
等

区分 定数
1人あたり平均
給料月額(百円) 一

般
職
員
等

(

※
6

)

区分

市区町村長 1 7,700 一般職員

ラスパイレス指数

　うち技能労務職員

2,580 臨時職員

歳入一般財源等 9,093,996 9,330,376

職員の状況

面積 (k㎡) 67.32 74.3 73.2

世帯数 (世帯) 10,986

人口密度 (人/k㎡) 417

うち日本人(％) -0.9 
第3次

10,298 10,046 標準税収入額等 4,697,014

基準財政需要額 5,425,002 5,233,833

4,557,570

経常経費充当一般財源等 6,818,788 6,571,631

増減率  (％) -0.9 16.8 17.6

うち日本人(人) 27,266
第2次

2,333 2,410

143.9

-599,609 　実質公債費比率 15.0 13.9

基準財政収入額 3,720,389 3,587,046 資金不足比率 (※4)

実質単年度収支 -3,098

○ 積立金取崩し額 348,679 1,011,973 　連結実質赤字比率 -

　将来負担比率 125.6

　実質赤字比率 - -

住民基本台帳人口
 (※7)

令03.01.01(人) 27,133 区分 平成27年国調 平成22年国調 低開発

令02.01.01(人) 27,377 8.9 9.2

-

うち日本人(人) 27,021
第1次

1,237 1,260 指数表選定 ○

積立金 453,747 423,962

増減率  (％) 1.4 山振 × 繰上償還金 0 0

人口

令和2年国調(人) 28,056

産業構造 (※5)

中部 ×

平成27年国調(人) 27,678 過疎 ×

465,079 財政力指数 0.69 0.68

単年度収支 -108,166 -11,598 公債費負担比率 13.7 12.9

552,474 　　(※1) ( 105.1 ) ( 105.4 )

首都 × 翌年度に繰越すべき財源 46,537 87,395 標準財政規模 6,760,961 6,567,344市町村名 矢巾町 地方交付税種地 1-2

財源超過 × 歳入歳出差引 403,450

財政健全化等 × 歳出総額 14,908,594

近畿 × 実質収支 356,913

令和2年度(千円･％) 令和元年度(千円･％)

歳入総額 15,312,044 14,127,097 実質収支比率 5.3 7.1

令和2年度　財政状況資料集

都道府県名 岩手県 市町村類型 Ⅴ－２
指定団体等の指定状況

区分 令和2年度(千円) 令和元年度(千円) 区分

99.5 99.713,574,623 経常収支比率
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(1) 普通会計の状況（市町村）

・計

(注釈)
　　普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、
　単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

歳出合計 14,908,594 100.0 8,690,546
失業対策事業費 - - -

内
訳

災害復旧事業費 1,936 0.0 1,936
　うち単独 495,644 3.3 299,345
　うち補助 610,507 4.1 48,245

0.0 5,619
普通建設事業費 1,107,951 7.4 347,790

歳入合計 15,312,044 100.0 6,488,155 100.0 　　うち人件費 5,619
620,355 保険給付費 329 投資的経費計 1,109,887　うち臨時財政対策債 362,106 2.4 - - その他

加入世帯数(世帯)

-
　うち猶予特例債 - - - - 国民健康保険 177,147 国庫支出金 1

95 　投資・出資金・貸付金 24,000 0.2 2,000 -　うち減収補塡債(特例分) - - - - 交通 -

635,032 9.33,104 　繰出金 797,502 5.3 656,598
-4,936 　積立金 611,197 4.1 609,555 -

　前年度繰上充用金 - - -

地方債 683,006 4.5 - - 工業用水道 - 被保険者数(人)
保険税(料)収入額

被保険者
1人当り

349,7267.4

寄附金 618,424

673,175 673,175 9.8
諸収入 157,134 1.0 19 0.0 上水道 480

435,108 再差引収支 27,155 　　うち一部事務組合負担金 673,197 4.5繰越金 552,474 3.6 - - 下水道
繰入金 533,886 3.5 - - 合計 1,233,090 実質収支 43,042 　補助費等 4,557,216 30.6 1,605,912 1,315,181 19.2

4.4　維持補修費 358,751 2.4 300,334 300,3344.0 - - 公営事業等への繰出
　物件費 2,208,166

国民健康保険事業会計の状況
14.8 1,769,205 17.4

8,556,832 57.4 4,943,604 3,444,226 50.3
財産収入 68,752 0.4 7,971 0.1

純固定資産税 99.1 98.1 99.7 98.7 その他の経費都道府県支出金 958,305 6.3 - -
1,193,679

手数料 13,214 0.1 - -

1 0.0 1 199.4 一時借入金利子
合計 99.3 98.6 99.7 65,762
市町村民税 99.5 99.0 99.7

国庫支出金 4,743,978 31.0 0.4
0.0

令和元年度 　うち元金 1,222,586 8.2 1,178,835 1,178,835区分 令和2年度
65,738 65,738 1.099.1 　うち利子

徴収率
(％)

現
年

17.2
10,862 0.2

- - -
- -

18.2
内
訳

国有提供交付金(特別区財調交付金) -

6,768,069 44.2 6,464,096 99.6 旧法による税 - -

1,244,574 1,244,574
　扶助費 2,354,258 15.8 658,706 658,659

18.2　公債費 1,288,349

1,471,329

9.6
-- 　　うち職員給 870,810 5.8 817,921 -

1,244,573 1,244,573

交通安全対策特別交付金 5,207 0.0 5,207 0.1 合計 3,829,832 100.0 54,691
8.6分担金・負担金 104,082 0.7 - -

元利償還金 1,288,348 8.6使用料 105,513 0.7

(一般財源計)
- 　人件費 1,599,268 10.7 1,493,936

3,397,216 3,374,562 49.3
　震災復興特別交付税 28,824 0.2 - - 　法定外目的税 -

- - - 義務的経費計 5,241,875 35.2　特別交付税 275,149 1.8 - - 　　水利地益税等
21.5-

経常収支比率
性質別歳出の状況（単位 千円・％）

　普通交付税 1,701,841 11.1 1,701,841 26.2 　　都市計画税 - - -
地方交付税 2,005,814 13.1 1,701,841 26.2 　　事業所税 - - -

区分 決算額 構成比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等

　自動車税減収補塡特例交付金 3,328 0.0 3,328 0.1 100.0 1,107,951 8,690,546
　軽自動車税減収補塡特例交付金 3,757 0.0 3,757 0.1 　　入湯税 5,515

　法定目的税 5,515 0.1 - 歳出合計 14,908,594
0.1 -

諸支出金 - - -
前年度繰上充用金 - - - -　個人住民税減収補塡特例交付金 26,168 0.2 26,168 0.4 目的税 5,515 0.1 -

法人事業税交付金 33,694 0.2 33,694 0.5 8.6 - 1,244,574
地方特例交付金 33,253 0.2 33,253 0.5 　法定外普通税 -

　　特別土地保有税 - - - 公債費 1,288,349
-- -

教育費 1,099,916 7.4 207,604
災害復旧費 1,936 0.0 - 1,936自動車税環境性能割交付金 8,202 0.1 8,202 0.1 　　鉱産税 - - -

自動車取得税交付金 27 0.0 27 0.0 2.5 23,485 346,477
軽油引取税交付金 - - - - 　　市町村たばこ税 187,427

　　軽自動車税 103,055 2.7 - 消防費 372,725
741,5444.9 -

商工費 193,931 1.3 299
土木費 1,746,790 11.7 726,496 1,093,614特別地方消費税交付金 - - - - 　　　うち純固定資産税 1,846,655 48.2 -

地方消費税交付金 672,088 4.4 672,088 10.4 3.9 44,264 382,299
ゴルフ場利用税交付金 - - - - 　　固定資産税 1,863,408

　　　法人税割 237,998 6.2 54,691 農林水産業費 580,822
178,31948.7 -

衛生費 758,985 5.1 1,100
労働費 28,182 0.2 - 8,182分離課税所得割交付金 - - - - 　　　法人均等割 140,638 3.7 -

配当割交付金 6,243 0.0 6,243 0.1 26.3 46,880 1,967,578
株式等譲渡所得割交付金 7,282 0.0 7,282 0.1 　　　所得割 1,241,445

　　　個人均等割 50,346 1.3 - 民生費 3,925,473
715,62932.4 -

議会費 126,495 0.8 -
総務費 4,784,990 32.1 57,823 1,884,684利子割交付金 2,293 0.0 2,293 0.0 　　市町村民税 1,670,427 43.6 54,691

地方税 3,829,832 25.0 3,829,832 59.0 構成比 (A)のうち普通建設事業費 (A)のうち充当一般財源等
地方譲与税 169,341 1.1 169,341 2.6 　法定普通税 3,824,317

普通税 3,824,317 99.9 54,691 区分 決算額 (A)
125,71099.9 54,691

令和2年度 岩手県矢巾町

歳入の状況（単位 千円・％） 地方税の状況（単位 千円・％） 歳出の状況（単位 千円・％）
区分 決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 区分 収入済額 構成比 超過課税分 目的別歳出の状況（単位 千円・％）
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(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

計 17

18

19

20

21

1 22

2 23

3 24

4 25

5 26

6 27

7 28

8 29

9 30

10 31

11 32

12 33

13 34

14 35

15 36

16 37

17 38

18 39

19 40

20 41

21 42

22 43

23 44

24 45

25 46

26 47

27 48

28 49

29 50

30 51

31 52

32 53

33 54

34 55

35 56

計 57

58

関係する一部事務組合等の財政状況（単位：百万円） 59

60

61

1 62

2 63

3 64

4 65

5 66

6 67

7 68

8 69

9 70

10 71

11 72

12 73

13 74

14 75

15 76

16 77

17 78

18 79

19 80

20 81

計 82

計

公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

(3ヵ年平均) 12.9 13.9 15.0

将来負担比率 125.6 350.0

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 12.5 17.0 15.5

実質公債費比率 15.0 25.0 35.0

(Ｃ)－(Ｄ) 5,596,518 5,623,435 5,830,626

連結実質赤字比率 - 19.13 30.00

算入公債費等の額 (Ｄ) 963,128 943,909 930,335

標準財政規模 (Ｃ) 6,559,646 6,567,344 6,760,961

20.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 - - - -

-

特定財源の額 (Ｂ) 43,176 43,176 43,751 実質赤字比率 - 14.13

早期健全化基準 財政再生基準 地方独立行政法人に係る将来負担額 - - -

債
務
負
担
行
為

損失補償・債務保証の履行に係るもの 858 1,050 12,452 0.2 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ 119.1

13,567,971 12,653,988 12,335,960 国民健康保険事業特別会計 -

- - -

利子補給に係るもの 23,107 32,609 45,401 0.8 健全化判断比率 令和2年度

- - -

その他上記に準ずるもの 104,346 104,346 104,346 1.8 土地開発公社に係る将来負担額 -

10,522,097 180.5 後期高齢者医療特別会計

介護保険事業特別会計 - - - -

地方公務員等共済組合に係るもの - - - -

- -

引き受けた債務の履行に係るもの - - - -

公社・
三セク等

地方道路公社に係る将来負担額 -

143.9 125.6 その他の会計 - -

- - -

4,774,743 4,437,294 76.1

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - - 充当可能特定歳入 

2,211,043 1,608,332 1,725,162 29.6

企業債等
繰入見込額

下水道事業会計

176,102 132,563 88,701 1.5

- - - -

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - - (Ｆ)

基準財政需要額算入見込額 11,180,826 10,913,093

1,435,635 1,347,080 23.1

いわゆる五省協定等に係るもの - - - - 充当可能
財源等

充当可能基金 

20,234,008 20,746,398 19,659,707 その他上記に準ずるもの 1,523,225

- - -

PFI事業に係るもの - - - - (Ｅ)

- - - - 引き受けた債務の履行に係るもの -

4,475,799

-

内訳 平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比 組合等連結実質赤字額負担見込額 

連結実質赤字額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの合計 (Ａ) 1,708,629 1,942,352 1,875,993

一時借入金の利子 - - - - 　うち、健全化法施行規則附則第三条に係る負担見込額 - - -

- - 依頼土地の買い戻しに係るもの - - -

- - -

83,647 1.4 退職手当負担見込額 675,765

617,110 545,323 498,462 8.5 森林総合研究所等が行う事業に係るもの -

- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - -

-

4,774,743 4,437,294 76.1 国営土地改良事業に係るもの準
元
利
償
還
金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - - - -

- -

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 128,311 138,005 162,199 2.8 設立法人等の負債額等負担見込額 - -

630,539 556,293 9.5 地方公務員等共済組合に係るもの - -

- - -

組合等が起こした地方債の元利
償還金に対する負担金等 69,422 82,917

PFI事業に係るもの - - - -

減債基金積立不足算定額 - - - -

一般会計等に係る地方債の現在高 12,942,109 13,360,158 12,820,578 219.9

債
務
負
担
行
為

債務負担行為に基づく支出予定額 1,523,225 1,435,635 1,347,080

- - - -

公営企業債の元利償還金
に対する繰入金 335,201 470,504 341,799 5.9 組合等負担等見込額 

公営企業債等繰入見込額 4,475,799

平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比

元利償還金 1,175,695 1,250,926 1,288,348 22.1 将来負担額

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比 内訳

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比

23.1 いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

地方公社・第三セクター等 18 0 0 0 0 0

5,261 498一部事務組合等 3,280

0 0矢櫃山造林一部事務組合 3 1 2 2 0

岩手県市町村総合事務組合（特別会計） 100 93 7 7 10 0 0

0 0岩手県市町村総合事務組合（一般会計） 10,926 10,420 506 506 81

岩手県後期高齢者医療広域連合(特別会計） 161,929 159,313 2,616 2,616 0 0 0

0 0岩手県後期高齢者医療広域連合(一般会計） 196 190 6 6 0

盛岡地区広域消防組合 7,170 7,114 56 56 0 3,752 127

1,509 371盛岡・紫波地区環境施設組合 2,066 1,913 153 87 0

一部事務組合等名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

8,477 444 -公営企業会計等 1,199

連結実質赤字額

法適用企業下水道事業会計 1,427 1,252 175 441 435 6,276 4,437 -

- 法適用企業水道事業会計 836 526 310 576 31 2,201

62 -後期高齢者医療特別会計 225 223 2 2

介護保険事業特別会計 2,444 2,307 137 137 343 -

-国民健康保険事業特別会計 2,400 2,357 43 43 177

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

備考会計名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円）

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

-一般会計等（純計） 15,323 14,913 410 364 12,821

実質赤字額

18 0 0 0 0 0534 12,821 矢巾観光開発株式会社 0 35

当該団体
からの
貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

備考

一般会計 15,323 14,913 410 364

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

令和2年度 岩手県矢巾町

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高
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